
　町
の
貯
金
（
基
金
積
立
金
）
は
、

五
霞
IC
周
辺
地
区
土
地
区
画
整
理

組
合
補
助
金
等
の
財
源
と
し
て
取

り
崩
し
ま
し
た
が
、
公
共
施
設
等

の
維
持
管
理
や
更
新
等
に
係
る
費

用
を
確
保
す
る
た
め
の
財
源
と
し

て
、新
規
に
２
億
円
を
積
み
立
て
、

総
額
は
約
28
億
円
と
な
り
ま
す
。

　町
の
借
金
（
地
方
債
）

は
、
町
道
５
号
線
道
路

整
備
事
業
や
地
盤
沈
下

対
策
事
業
な
ど
新
た
な

借
入
れ
が
あ
り
ま
し
た

が
、
計
画
的
な
償
還
に

よ
り
、
地
方
債
は
年
々

減
少
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

町
の
貯
金
は

ど
れ
く
ら
い
？

町
の
財
政
は

大
丈
夫
？

町
の
借
金

残
高
は
？

財政力指数（３か年平均）
高いほど町が自力で調達できるお金が多い

経常収支比率
高いほど自由に使えるお金が少ない

指　標 数　値 前年度比 内　容

赤字なし

赤字なし

― 一般会計を中心とした赤字の割合

― 一般会計のほか、特別会計や企業会計まで
を含めた全会計の赤字割合

8.8％ △1.4％ 年間の借金返済額の割合

実質赤字比率
（基準15.00）
連結実質赤字比率
（基準20.00）
実質公債費率
（基準25.0）
将来負担比率
（基準350.0） 13.3％ △13.0％ 将来に負担が見込まれる借金の割合
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自
治
体
の
財
政
破
綻
を

未
然
に
防
ぎ
、
財
政
状
況

が
悪
化
し
た
場
合
に
は
、

早
期
健
全
化
を
促
す
た
め

に
財
政
判
断
指
標
を
公
表

す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら

れ
て
い
ま
す
。

　
経
常
収
支
比
率
は
年
々

上
昇
し
て
い
ま
す
が
、
実

質
公
債
費
比
率
、
将
来
負

担
比
率
は
低
下
し
、
財
政

健
全
化
と
し
て
は
基
準
以

下
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　
し
か
し
な
が
ら
、
今
後
、

さ
ら
に
人
口
減
少
や
社
会

保
障
費
・
公
共
施
設
等
の

更
新
費
用
等
が
増
大
し
て

い
く
こ
と
が
中
期
財
政
見

通
し
に
お
い
て
試
算
さ
れ

て
お
り
、
２
０
２
１
年
度

以
降
は
、
極
め
て
厳
し
い

状
況
と
な
り
ま
す
。

　
今
後
は
、
本
町
の
財
政

の
姿
や
運
営
課
題
を
明
ら

か
に
し
、
持
続
可
能
な
財

政
運
営
を
行
う
た
め
の
指

針
と
な
る
中
期
財
政
見
通

し
を
更
新
し
な
が
ら
財
政

運
営
を
し
て
い
き
ま
す
。
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